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はじめに

ンケ ー ト調査を行い、学校現場におけ る 「金銭

教育」の実態を明らかにすることを 目的 とす る 。

　 日本 で は、 日常社会 に おい てお金 と深 く関

わ っ てい るにも関わ らず、お金の話を露骨にす

るこ とを よしとはしない傾向があ り、多くの親

は子ども に対し、お金の話 をあ からさまにする

こ とをため らう風潮がある 。 こ の ようなこ とか

ら、家庭だけでなく学校教育の場 において も、

体系的な 「金銭教育
1
」はなされ てこ なか っ た。

　日本を含め世界に 目を転 じる と、モ ノやサ
ー

ビス を売買する貨幣経済社会が高度に発達し、

お金な しには生活で きない社会の 中で生 きて い

るの が現状で ある 。 特に 日本の子どもたちを取

り巻く環境は、少子化社会の 影響か ら、「シ ッ

クス ポケ ッ ト （Six　Pockets）」とい う言葉 が

象徴 しているように、親や祖父母 が多くの小遣

いを与え、幼児期か ら多額 のお金を手にす る機

会が増えている 。

　この ように 、多額の お金を手 に しながら、「金

銭教育」が家庭でも学校で も行われて おらず、

お小遣い制度もルール化されて い ない家庭が多

いと聞く現状では、管理手法を知らない子 ども

たちが多い状況が見えてくる 。

　そこで 、 本稿では、小中学校教員に対するア

第 1章 「金銭教育」 を取 り巻 く環境

第 1節　社会的 ・経済的背景

　今 日の 日本は豊 かな成熟社会で あ り、イ ン

タ
ー

ネッ トの 普及 、携帯電話の普及に 代表され

るように高度情報通信社会が進展 し、諸所に情

報が氾濫 して い る現状にあ る 。 そ して 、近年持

続可能な社会に関する議論が活発にな っ て きて

い る が、特に環境へ の 配慮が現在問われ て い る 。

さらに女性の社会進出 によ っ て家族構成も変化

し、家族体系が大きく変化 してい ることも大 き

な社会背景として あげられ る 。 特 に少子 ・高齢

化は社会 に大きな影響 を及ぼ している 。

　経 済的背景と しては市場経済社会、特に貨幣

経済社会 とな っ ている現代においては、貨幣が

中心 とな っ て社 会が動 き、経済はグローバ ル化

の
一

途を辿 っ て い る 。

第 2節 子 どもたちを取 り巻 く環境

　子 どもたちを取 り巻く環境に 目を転ずる と、

第
一

に少子化社会の進行があ げられる 。 こ の影

響を受け、もた らされ た現象の代表的なもの と
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して 、 「シ ッ クスポケ ッ ト
2
」がある 。 これは、

子 どもに は 6 つ の経済的なポケ ッ トがあ るとい

う意味で 、両親、祖父母 4人の 合計6人の 財布

の こ とを指 して い る 。 両親と両祖父母の計 6人

が、子供や孫に高額の 衣料品や小物類な どを

買 っ て与える現象を指す言葉 と して 、百 貨店や

アパ レル業界などで 10年ほど前から頻繁に使わ

れるようにな っ た 。 背景として、少子化により

1人 っ 子が増えてい るため、親も祖父母 も 1人

の子 どもにより多くのお金がかけられるように

な っ たこ とや、バブル期に多様な消費を楽 しん

だ世代が親の年齢に 達 したこ と、また流行や

フ ァ ッ シ ョ ンに関心の高い 「団塊の世代」が祖

父母の 世代にな っ たこ とがうかがえる 。 この よ

うに、子どもたちはお金が降っ て くる ポケ ッ ト

が 6つ も存在する ため、幼児期から小遣い、お

年玉等、多額の お金 を手にする機会が増 えて い

るようで ある 。

　第二 に消費社会の進行がある 。 物があふれて

い る現代社会 にお いては、渋谷の 109に小学生

プラン ドが出店され賑わ っ ているな ど、子 ども

をタ
ーゲ ッ トに した高級アパ レル業界が飛躍的

に売上の拡大を してい るとして話題にな っ てい

る 。 また化粧品を小学生の時点から使 っ て い る

の が現状で あ り、「低年齢層向け 化粧品 （キ ッ

ズコ ス メ）」市場が成長を遂げて い る 。

　 第三 に情報化社会の 進展で ある 。 イ ン タ
ー

ネ ッ トの 進展や携帯電話の 普及に伴い 、さまざ

まな情報が氾濫 して い る状況にある 。 低年齢層

に対 してはある程度規制をかける こ とはで きる

ものの、有害情報などに全 く目を触れさせな い

こ とは難しい状態にあ る 。

　最 後に、家庭や地域の 子育て力の 低下が最近

叫ばれている 。 上述 の少子化社会の 進行、消費

社会 の進行、情報化社 会の進展でお金 を手に し、

情報も手に し、そして物も容易 に手に入れ られ

る状況下で は、健全 な金銭感覚の 育成が求めら

れる 。 しか しながら、この 子育て力の低下 によ

り、例えばお小遣い を不定期に渡す、あ るい は

ねだられるとまた渡して しまうなど、お小遣い

をル
ー

ル化 して いない事態もあ り、健全な金銭

感覚が未発達にな るとい うような恐れ がある 。

第 2章　「金銭教育」の 意義

第 1節　「金銭教育」の歴史

　国内における 「金銭教育」へ の 取組みは、中

央金融広報委員会が非常に先進的で あ り、既 に

30年以上の歴史がある 。 同委員会においては、

全国 の 小中学校を 中心 に毎年研究校を指定 し

て 、子 どもたちの自立心を育て るため に、身の

回 りの事象を通 して確かな価値観を醸成するさ

まざまな体験学習を行 っ て い る
3

。 2005年に は

同委員会主催で 「2005金融教育元年」として 、

「金融教育フ ェ ス テ ィ バル 4
」が開催され、今

後 「金銭教育」の機運がよ り高ま っ て い くこ と

と思われる 。 また民間企業 におい て も、近年金

融経済学習をモ デルに した取組みが目につ くよ

うにな っ て来ている
5

。

第 2節　総合的な教育である 「金銭教育」

　「金銭教 育」は、複合的 かつ 総合 的な もので

ある 。 さまざまな分野を応用 し、援用 すること

で 「金銭教育」は成 り立 っ て い る （図表 1）。

その大枠には経済教育、あ るいは経済金融教育

等があ り、複合的な要 素が集ま っ て 「金銭教育」

が成立 して い る 。

図表 1　 「金銭教育」の成り立ち
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第 3節　「金銭教育」の必要性

　近年、お金の本質を知らずお金の持つ 魔力に

振り回され 、 お金の獲得ばかりが目的にな っ て

い る人々が多く 、 それに関連 した事件 （粉飾決

済疑惑や耐震強度偽装事件がそれにあたると思

われる）が多発 して い る 。 人は 、 現代のような

経済的に熟成した社会で生きてい くにあたり 、

中心にあるお金の 意味を知 り、 その使い方や蓄

え方など、その管理の ス キル を身につ け る事が

重要で ある。 なぜなら、本人の 意思に関わりな

く種々の トラブル に巻き込まれる 危険性がある

からで ある 。

　特に現代の子どもたちは、小中学生の 頃か ら

自由に使え るお金を多く持ち、数年前の 子ども

たちよ り身近にお金が存在 してい る 。 その ため、

善悪を見極める目を養う過程にあ る時期の子 ど

もたちに対して、お金に関連 した様々な危険か

ら身を守る術を教えるこ とが求め られて いる 。

これは、適正な金銭感覚を身につ けて いない 場

合、本人の意思とは関係なく種々の トラ ブル に

巻き込まれる恐れ があ り、お金に まつ わ る事件

の被害者あ るい は加害者となる例も増えて来て

い るからで ある。この ような事件を防止す るた

めにも、子どもた ちに対する金銭感覚の 醸成が

早急に必要で ある 。

　モ ノが溢れて い る現代において 何不 自由な く

育 っ て い る子 どもたちは、モ ノを使い捨 てるこ

とに慣れ、粗末に扱いがちだと言われているが、

この ような時代だからこそ、モ ノやお金 を大切

にする心を育てる教育が必要であ り、「金銭教育」

を積極的に進め てい くこ とが求められて い る 。

　 しかし子育て力の低下によ っ て、家庭内で お

金につ い て教える人がいない とい う現状にあ っ

て は、学校教育におい てお金 の使 い方 ・蓄え方

等の管理における教育、すなわち 「金銭教育」

を進めていく必要 があ ると考 える 。

　以上のように 、成長期の 子 どもたちに対して 、

家庭や学校教育の場におけ る 「金銭教育」が早

急に求め られてい る が、まず 「金銭教育」の実

　 2005 年　消費者金融サービス研究学会年報 舞
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態を把握する必要 があ る。 そ こで、学校教育の

場における 「金銭教育」の実状を確認するため、

全国の公立小学校 および中学校の教職 員を対象

に 、 「金銭教育」に関する意識や取組み状況、そ

して今後の展 開等につ いて定量調査を実施 した 。

第 3章 学校教育における 「金銭教育」の現状

第 1節　全国ア ンケー ト調査概要

　現在、学校教育におい て 「金銭教育」へ の取

組み はどの ような実態で あるの かを把握する た

めに、小中学校に対する全国 アン ケー
ト調査を

行 っ た 。

1） 調査目的

　全国の公立小学校および中学校の教職員を対

象に、学校教育の場 における 「金銭教育 （経済 ・

金融教育）」の実態を把握する ため、「金銭教育」

に関する意識や取 組み状況、今後の展開等を調

査

2） 調査対象

全国の公立小学校および公立中学校の教員

3） 調査期 間

2004年11月 4 日〜 12月14E］

4 ）　配布数及び回収率等

※ 有効 回 答率 は 回収 率 と同様。

5） 調査方法

郵送調査 （ア ンケー ト形 式）

な お、本 調査 の項 目作成 にあた っ ては、武長
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が素案を作成し、野村證券を含む複数の 関係者

で検討を行っ た 。 また実施にあた っ て は、学習

研究社 『教育ジ ャ
ーナル』にご協力頂いた 。

第 2節　全国ア ンケー ト調査結果

1） 回答者の属性

　A ．学校種別 ：「小学校」が56．2％、「中学校 」

　　　が43．8％であ っ た 。

　 B ．職位 ：小 ・中学校全体で約 8割 （79．7％）

　　　が 「管理職」であ り、 校長 、 教頭 、 学年

　　　主任が匝］答 したケ ース が非常に 多か っ

　　　た 。 その ため年齢層も比較的高い年齢層

　　　に な っ て い る 。

一
般 の 教諭 は 2 割 弱

　　（15．0％）に留まっ た 。

C．担当科目 ：ノ」い 中学校全体で 「保健体育」

　　が最 も多く、約4分の 1 （24．8％）で あ り、

　　「社会」（20．4％）、「理科」（lO．4％）と続

　　き、その 他の教科は 1割以下で あ っ た 。

2）　 日頃の教育観や教育実践内容

　「小学校高学年生 から中学生 に欠 けている と

感 じることは」 という設問に対 して、「社会性」

（61．0％）が最 も 多く、次 いで 「思 いや る心」

（57．2％）、継 続力 （50．2％）と続 いてい る （図

表 2 ）。 その他に対 しては、半数以下であ っ た。

　多くの教員は現代の子 どもたちには社会性や

図表 2　 日頃の教育観や教育実践内容  （複数回答） n＝826

図表 3　 日頃の教育観や教育実践内容  n＝826

羅 ．
瀬

灘
靆
欝 鶲 鸚

95．7 83．2
驚 毛 灘灘 獵 讎

　　 65．5　　　　　　　　　　　　73．6
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思いやる心が欠如 して い ると感 じており、社会

性を育む教育や思 いやる心を醸成する教育が必

要だと考えてい る 。 また、社会的貢献を行う活

動に力を入れて い る学校が 6 − 7 割に上 っ て い

る （図表3）。

3）　「金銭教育」の認知度

　次に、「金銭教育」及び 「経済
・金融教育」

につ いて の認知度を調査 した 。 図表 4及び5 に

お い て は、各 年代にお け る有効回答者数を 1

（100％）とし有効 回答率を示 して い る 。 例え ば

20代の場合は有効回答者 1名であ るため、その

回答の 結果を反映 して 100％ とな っ て い る 。 こ

の こ とから、比較的若い世代において 認知度が

多少高い が、年齢によ っ て あまり大差は見られ

な い と考えられ る 。

　更 に、「内容 まで よ く知 っ て い る 」とい う点

に着目する と、どの 年代において も 1 − 2割程

度に留ま っ た。「名 称を聞い たこ とがあ る」と

の回答は非常に多か っ たもの の、具体的な 「金

銭教育」の内容 につ いてはほとん ど認知され て

いな い実態が浮 かび上が っ た 。

図表 4　世代別 「金銭教育」認知度 n ＝ 826

図表 5　世代別 「経済 ・金融教育」認 知度 n ； 826
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　また、「金銭教育」と 「経済
・
金融教育」の

違 い は何かとい う問題 もあ る 。

一
般的 に、「経

済 ・金融教育」 は 「金銭教育」よ り多少広い概

念 として捉えることができるが、認知度か ら見

る相違と しては、2 つ の名称の間で大 きな違 い

はないと言える 。

　全体として、「金銭教育」の認知度に関 しては、

内容まで熟知 してい ると回答 したケース は少 な

く、「金銭教育」とい う名称 は聞 いた ことがあ

るもの の 、どうい う教育で あ るか具体的な内容

を知 っ て い る教員は少ない結果とな っ た 。

4）「金銭教育」に対する取組み ・実施状況

　「金銭教育」の取組み ・実施状況につ い ては、

「金銭教育を行 っ て い る か」とい う設問で はな

く、お金 を大切にす る教育を して い るか、モ ノ

を大切に して い くとい う教育を して い るかとい

う問いかけとした （図表 6）。 「い つ も して い る」

及び 「経験はある」の両回答 を合計す ると、 9

割以上と非常に多 くの学校で 行われて い る 。

　次 に、「経済 ・金融教育」及 び 「金 銭教育」

とい う名称 を提示 して、各学 年 におけ る取組

み ・実施状況という問いかけを行 っ た 。 図表 7

は、上述のお金を大切 にしてい る 、 モ ノを大切

に して い る教育を行 っ てい る （経験があ る）学

校 （教員）の みを抽出 した結果で ある 。 つ ま り、

「取 り組ん だこ とがな い」とい う回答 が約 4割

（41．4％）あ るが、この意 味はお金を大切にする、

あるいはモ ノを大切にす る教育を行 っ てはいる

が、「金銭教育 」は行 っ て いな い （行っ て い る

とい う実感 がない） ということである 。 逆に言

えば、約 4割の学校 （教員）はお金の大切さ、

モ ノの大切 さを伝え る教育 は、「金 銭教 育」 で

はないと認識 していることになる 。

　 しか し、実際 「金銭教育」に取組んでいると

回答している学校 （教育）の具体的内容 を見て

み ると、 1位が税金の しくみ、 2 位がお金の大

切さ、 3 位が募金につ いて、という結果 とな っ

た （図表 8 ）。 学年によ っ て取組み 内容 が若干

異な っ ており、小学校低学年は、お金の大切 さ、

モ ノの大切さ以外に、お年玉 の使い 方や、お店

屋さんご っ こを通 じて貨幣の価値が分かるよう

に仕向けて いる ようで ある 。 小学校高学年もお

およそ同じで あ っ たが、税金の しくみ が取 り上

げられて い る点は特筆すべ きで ある 。 中学生に

な る と、よ り広 い経済的視野を保つ ため と考え

られるが、世の 中の 経済の仕組み を教えてい る 。

また中学 3年生で は、それに加えて株式投資の

話も教えている学校も存在 した 。

　 この ように、「金銭 教育」に取組ん で い る学

図表 6　 「金銭教育」関連の取組みの実態 n ＝ 826
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図表 7　図表6で 「いつ もしている」あるいは 「経験がある」と

　　　　回答した内の 「金銭教育」の取組みの実態 （複数回答） n＝808

図表 8　 「金銭教育」の 具体的内容 （複数回答） n＝473

校の実施内容か ら考えて、現在 「金銭教育」に

取組んで いな い とする学校 （教員）において も、

実際は 「金銭教育」の 根幹と考 えられる教育 （お

金の大切さ、モ ノの大切 さを伝え る教育）を行 っ

ているこ とか ら、「金銭教育」 を実施 してい る

と考えて もよいだろ う。 この こ とから、実態と

して 「金銭教育」に取組んで い る学校は非常に

多い とい え る が、「金銭教育」の認 知度の 低 さ

から考えて、意識的に 「金 銭教育」に取組み、

体系立てて 「金銭教育」を行 っ て いる状況で は

ない こ とが分かる 。
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5）　「金銭教育」に対する今後の 予定

　今後、「金銭教育」に取組む予定として は、

既に実施、または今後実施予定の 学校は全体の

2割弱 （14．6％）と少な く、まずは、「教師の

関心 を 脊て る 方 が先決」との 回 答が 2 割強

（23．5％）、「予定 はな い 」とい う回答は約 6 割

図表 9　 「金銭教育」実施に 関する今後の 予定 n ＝ 826

　　　　　 既に実施 している

一
部の クラス で実施する予 定

教師 の 関心 を育てるこ とが先 決

　　　　　　　　予 定はない

　　　　　　　　　 その 他

「金銭教育 」実施 に 関する今後 の 予定
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図表 10　「金銭教育」の具体的内容 （複数 回答） n＝826

図表 11　「金銭教育」における民間企業の参加 n ＝ 826
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（58．3％）に上り （図表 9 ）、積極的に実施 しよ

うとする学校が少ない結果 とな っ た。

　そこ で、「金銭教育」を実施して いない 学校に

対して 、 実施阻害理由を尋 ねたところ 、 「教材の

未整備」、「指導で きる教員の不足」など、 「金銭教

育」を行う土壌が未整備で あ ると解釈 で きる回

答が目立 っ た。 また、「具体的なイメージがわか

ない」という回答が約 4割 （44．4％）と多か っ た。

　その ほか、民間企業におい て 「金銭教育」が

始まっ てい る ため、学校単体で取組むだけで は

な く、企業との 連携において 「金銭教育」を進

め、企業の 持つ ノウハ ウを活用したい と希望 す

る学校も 6割程度 （61．9％）存在した 。

第 4章 調査か ら得た知見

　調査結果から、日本は豊かな経済社会を達成

したにも関わらず、急激に変動するその状況か

ら生ずる諸問題へ の対応が、教脊現場におい て

切迫感がない ため に弱い とい う印象を受 けた 。

しかし、子 どもたちを取 り巻く環境から考える

と、「金銭教育」を早期から体系的に行 っ て い

く こ とが求められ てい るこ とから、形式にとら

われず、また外部の 協力を仰ぎながら、まずは

「金銭教育」を意識的にそ して 積極的に実施す

る とい う姿勢が肝要だ と考え る。そ こ で、「金

銭教育」を推進す るにあた り、今後の課題を ま

とめ ると次の 通 りであ る 。

1）「金銭教育」の内容を明確にす る

2）実践的な 「金銭教育」の方法を開発 し実

　 施す る

3）多様な教材 や方法を活用す る

4）現代社会の ダイナ ミ ッ クな動きに対応 し

　 た教材を開発す る

5）教員の意識 改革 とカ リキ ュ ラムへ の導入

6）保護者へ の 「金銭教育」

7 ）家庭 ・学校 ・地域 （企業も含む）の連携

　 強化
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　以上の こ とから 、 「金銭教育」実施のための

ポイ ン トとして は、  現代の子 どもたちを取 り

巻く環 境から考えて 、 「金銭教育」は生きる力

の 礎の 1つ と位置づ け、優先的に取 組む、  「金

銭教育」に積極的な教員が試行的に種々の科目

におい て実施 し、その 中で さまざまな教材 （印

刷物だけで な く IT教材等）を使用 し、徐々に

実施体制の確 立や テキス トの 形態を整備する 、

  教員自身が 「金銭教育」に対する関心 と意識

を高め、家庭や企業との 協力を仰 ぎな がら、体

系的に取組む、が重要で あ ると考える 。

第 5章　終わ りに

　現代の子 どもたちは、否応なしに日々経済や

金銭に関連した問題と向き合う状況に ある 。 そ

の ため 、「金銭教育」は今後益々求め られ る も

のになるだろう 。 また、子どもたちが大人とな っ

た時に 、お金に振り回 され る ことなく経済
・金

銭感覚を持 っ た社会人に成長する ための 手助け

を行うことは、大変意義深いことであると考え

る。

　最後 に、本稿 においては 「金銭教育 」の現状

につ いてと りまとめたが、先に述 べたとお り「金

銭教育 」は総合的な教育 であることから、今後

よ り大 きな視 点で とらえ るこ とが必要 で あ ろ

う 。 そこ で、「経済 ・金融教育」とい っ た、よ

り総合的 ・複合的な教育として推し進める こ と

が今後の教育現場におい て求められる 。

【注】

1　 ほかに 、「金銭 ・金融教育」あ る い は 「経済
・金融教育」

　 とい う 場合 が ある が、本 稿 に お い ては 「金銭 教 育」 で

　 統一す る。

2　 シ ッ ク ス ポケ ッ トとは、生活 費や学費な ど子 供に かか

　 る お金に つ い て、両 親以外 に 2 組の 祖 父 母 （父 方の 祖

　 父母、母方の 祖父母）の 計 6 つ の 財布 （ポケ ッ ト）か

　 ら支出する ことを指す。

3　学校に お け る 「金 銭 教育 」 の 実態 に つ いて は、http：〃

　 www ．saveinfo ．orJp ／chlld／school ＿f　htm1を 参 照 の
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　　こ と。

4　本フ ェ ス テ ィ バル 1よ 2005年11月26日 に東京 ビッ ク サ

　 イ トにて 開催 され た。主 催 は マ ネ
ー

情 報知 るぽる と

　 金融広報 中央委 員会 （事務 局 　日本 銀 行情 報 サービス

　 局 内）、後援は文部科学省、内閣府、金融 庁、東京都

　 教育委 員会、日本 銀 行、全 国公 民 科 ・社会科 教 育 研 究

　 会。

5　金融業界団体や金融業界 の 広報セ ン タ
ー、消費者教育

　　団体等を中心に 「金銭教育」における取組み が始ま っ

　 　て い る 。
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